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第 21回 堺市消費生活審議会  

消費者安全確保地域協議会（以下「協議会」）に関する委員意見 

 

1．協議会に関する課題について 

〇職員体制や、異なる窓口同士の連携の難しさなど、事務局が想定している課題は？ 

 →7区ごとに大事にしていることが異なるが、それらを押さえたうえ区ごとにアプローチすることが必要 

 →高齢、障害その他の分野へ広がりと、区ごとの取組に合わせた動きの双方に、現状の体制で応えられるかは課題 

※「→」は事務局のコメント 

2．構成メンバーについて 

〇構成メンバーは既に決まっているのか 

→他の自治体を参考にして基本メンバーは想定しているが、今後具体的な調整で決めていく予定 

〇福祉関係者、社会福祉協議会、警察などと、団体間の連携を深めることが大切 

〇市民・消費者団体が、協議会の中で具体的に何をするのか明らかにすることが必要 

 

3．委員が選出されている団体が協議会に参画するとしたらどのようなことが担えるか 

〇各団体で実施する講座等で、啓発や相談に協力できる可能性あり 

〇法律の専門家としてこれまで築いてきた高齢や障害の団体との関係を生かした市民との橋渡し 

〇協議会で個別に救い上げたケースの救済・フォローでの連携 

〇「消費のサポーター」として府が養成・認証した人材の活用を 

 

4．センター相談員の役割について 

〇福祉関係者は、本当はセンター相談員とともにアウトリーチしたいというニーズがあると考えるが、センター相談員と福

祉関係機関の職員が連携したケースとはどのようなものか 

 →センター相談員が福祉関係機関の職員とともに、相談者の元に出向いたケースはない 

 →電話や、センターへ相談者とともに同行いただくことで連携している 

 

5．その他 

〇協議会に参画する団体が、それぞれ「どのような業務を行い、どのような相談ができるのか」がわかると連携しやすい 

〇消費生活センターにつながった相談が、適切に協議会内で共有できるようにしてほしい 



堺市消費者安全確保地域協議会設置について ～消費者相談事例の積重ねから協議会の設置へ～
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【消費生活ｾﾝﾀｰの役割】
福祉関係者からの相談に対応

することで、SOSをあげにくい
消費者の被害拡大防止、回復を
図る。（福祉関係者と協力し、
相談の解決に向け、助言や事業
者とのあっせん・調整を実施）

日常の消費者相談 消費者安全確保地域協議会

高齢者、障害者等の支援機関・団体からの
消費者相談事例を積み重ねたうえで、協議会
を立ち上げ、それぞれの機関間の情報共有や
共通する課題解決などの検討を行う。

福祉関係者 など

消費生活ｾﾝﾀｰでは、現在でも
福祉関係者からの消費者相談に
対応している。
今後さらに、消費生活ｾﾝﾀｰの

役割や、福祉関係者からの相談
～解決の具体的事例の周知など
の取組みにより、日常の消費者
相談をしやすい工夫を行う。

【福祉関係者の役割】
見守りやサービス提供を行って

いる高齢者や障害者の消費者被害
に気づいた場合、速やかに消費生
活ｾﾝﾀｰにつなぐ。






